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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 
 平成 24 年６月 29 日に提出した第１期（自  平成 23 年４月１日  至  平成 24 年３月 31 日）有
価証券報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証
券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 
 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 
第４ 提出会社の状況 
６ コーポレート・ガバナンスの状況等 
(1) コーポレート・ガバナンスの状況 
⑤ 株式の保有状況 

 
３【訂正箇所】 

（注） 訂正箇所には＿＿線を付しております。 
 

第一部 企業情報 
第４ 【提出会社の状況】 
６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 
(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 
⑤ 株式の保有状況 



 
（訂正前） 
 

ハ．当社及び連結子会社の中で、次に投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が大きい会社
に該当する住友信託銀行株式会社については以下のとおりであります。 

  

（ⅰ）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄数及び貸借対照表計上額 
＜省略＞ 

  
（ⅱ）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上

額及び保有目的（非上場株式を除く。） 
  

（前事業年度） 
＜省略＞ 

  
（当事業年度） 
貸借対照表計上額が資本金額の 100 分の１を超える銘柄は次のとおりであります。 
特定投資株式 
＜省略＞ 

 
みなし保有株式 

銘柄 
株式数  
(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

保有目的 

 株式会社クボタ 795 18,270 議決権行使の指図権限 

 住友金属工業株式会社 167 9,185 同上 

 株式会社大和証券グループ本社 327 8,138 同上 

 ヒロセ電機株式会社 8,690 6,390 同上 

 住友金属鉱山株式会社 1,163 5,815 同上 

 株式会社ニトリ 7,480 5,385 同上 

 阪急阪神ホールディングス株式会社 361 4,933 同上 

 住友電気工業株式会社 1,133 4,809 同上 

 住友重機械工業株式会社 460 3,792 同上 

 株式会社商船三井 360 3,600 同上 

 豊田通商株式会社 1,685 3,585 同上 

 新日本製鐵株式会社 227 3,259 同上 

 株式会社村田製作所 4,905 3,149 同上 

 アンリツ株式会社 1,084 2,710 同上 

 レンゴー株式会社 573 2,673 同上 

（注）＜省略＞ 



 
（訂正後） 
 

ハ．当社及び連結子会社の中で、次に投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が大きい会社
に該当する住友信託銀行株式会社については以下のとおりであります。 

  

（ⅰ）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄数及び貸借対照表計上額 
＜省略＞ 

  
（ⅱ）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上

額及び保有目的（非上場株式を除く。） 
  

（前事業年度） 
＜省略＞ 
  

（当事業年度） 
貸借対照表計上額が資本金額の 100 分の１を超える銘柄は次のとおりであります。 
特定投資株式 
＜省略＞ 
 
みなし保有株式 

銘柄 
株式数  
(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

保有目的 

 株式会社クボタ 22,982,000 18,270 議決権行使の指図権限 

 住友金属工業株式会社 55,000,000 9,185 同上 

 株式会社大和証券グループ本社 24,888,000 8,138 同上 

 ヒロセ電機株式会社 735,400 6,390 同上 

 住友金属鉱山株式会社 5,000,000 5,815 同上 

 株式会社ニトリ 720,000 5,385 同上 

 阪急阪神ホールディングス株式会社 13,665,000 4,933 同上 

 住友電気工業株式会社 4,245,000 4,809 同上 

 住友重機械工業株式会社 8,244,000 3,792 同上 

 株式会社商船三井 10,000,000 3,600 同上 

 豊田通商株式会社 2,128,000 3,585 同上 

 新日本製鐵株式会社 14,358,000 3,259 同上 

 株式会社村田製作所 642,000 3,149 同上 

 アンリツ株式会社 2,500,000 2,710 同上 

 レンゴー株式会社 4,666,000 2,673 同上 

（注）＜省略＞ 
 

以 上 
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１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】 
 当社取締役社長 北村 邦太郎は、当社の第 1期（自 平成 23 年４月１日 至 平成 24 年３月
31 日）の有価証券報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されてい
ることを確認いたしました。 
 
 

２【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 


	有価証券報告書の訂正報告書
	【表紙】
	１　【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
	２　【訂正事項】
	３　【訂正箇所】

	確認書
	【表紙】
	１　【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】
	２　【特記事項】


